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研究要旨 2020 年 4 月より全面施行された改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条

例により、全国の飲食店の約 45％、東京都では 84％の飲食店において、屋内完全禁煙ま

たは喫煙専用室の設置による客席の全面禁煙化が義務となる。飲食店等に設置がふえるこ

とが予想される喫煙専用室からタバコ煙の漏れの有無とその程度、漏れの程度を最小限に

抑えるための工夫を明らかにする研究が必要である。 
 従来、喫煙専用室からの漏れを評価するために、喫煙に伴って上昇する微小粒子状物質

（PM2.5）濃度の重量濃度（μg/m3）の測定が行われてきた。本研究では、クリーンルー

ム等の環境評価に用いられる粒子数濃度（粒子数/L）を用いることで、より精密な評価が

可能であることを明らかにした。 

 
A．研究目的 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都受動喫煙防止条例の

施行により、全国の飲食店の約 45％、東

京都では 84％の飲食店において、屋内完

全禁煙または喫煙専用室の設置による客席

の全面禁煙化が義務となる。 
 全面禁煙ではなく、喫煙専用室を設置す

る選択をした飲食店においては、タバコ煙

の漏れの有無とその程度、喫煙専用室を使

用し続ける場合はその漏れを最小限に抑え

る工夫を明らかにすることが必要である。  
 当研究室ではこれまで、喫煙専用室から

の漏れを評価するために、喫煙に伴って上

昇する微小粒子状物質（PM2.5）濃度の重

量濃度（μg/m3）を測定する機器を用いて

行われてきた。しかし、この方法の分粒機

能は、粒子径が 2.5μm の粒子を 50％カッ

トする、というものであり、屋外の土石や

衣服の繊維等に由来する数μm の粒子の混

入をゼロにはできない。タバコの燃焼から

発生する粒子は副流煙の粒子径の度数分布

のピークは 0.4μm、主流煙は 0.5μm で

あることが分かっており（東敏昭ら, 日公

衛誌, 1985）、タバコ煙の漏れの有無と程

度を評価するためにはクリーンルーム等の

環境評価に用いられる粒子径別に個数濃度

をリアルタイムモニタリングできるパーテ

ィクルカウンターで行うことが必要であ

る。 
 
B．研究方法 
 喫煙専用室からのタバコ煙の漏れを正確

に評価するために、６種類の粒子径（0.3/ 
0.5/ 1.0/ 2.0/ 5.0/ 10.0μm）の１リットル

当たりの個数を別々に計測ができるパーテ

ィクルカウンター（ベックマン・コールタ

ー社製, METONE ハンドヘルドパーティ
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クルカウンター HHPC+）を用いた。 
 実際の店舗の測定では、喫煙専用室内と

その出入口の近傍、禁煙区域の 3 ヵ所で測

定する必要があるため、本研究では 3 台の

パーティクルカウンター（No.1〜3）を用

意した。予備実験として、敷地内禁煙の研

究施設の居室でタバコ煙の代わりに線香を

燃焼させ、一般的な室内の粒子径別の個数

濃度の目安、および、３台のパーティクル

カウンターの一致性を確認した。 
 
C．結果 
１）粒子径別、個数濃度の測定結果 
 禁煙の室内で線香を燃焼させた時の浮遊

粉じんの個数濃度をパーティクルカウンタ

ー（No.1）で測定し、微小な粒子から順に

並べた結果を示す。線香の燃焼によって発

生する煙の主となる粒子径は 0.3〜1.0μm
であることが認められた（図 1〜5）。 

 
図 1. 粒子径 0.3〜0.5μmの個数濃度 

 

図 2. 粒子径 0.5〜0.3μmの個数濃度 

 
図 3. 粒子径 1.0〜2.0μmの個数濃度 

 
図 4. 粒子径 2.0〜5.0μmの個数濃度 

 
図 5. 粒子径 5.0〜10.0μmの個数濃度 

 
２）パーティクルカウンター、3 台の一致

性に関する検討 
３台の測定機で同時に 0.3〜2.0μm の粒

子を測定した結果を図 6〜9 に示す。若干

の機種間差は認められるが、ほぼ一致する

結果であった。 
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図 6. 機種間差の検討（粒子径 0.3μm） 

 
図 7. 機種間差の検討（粒子径 0.5μm） 

 
図 8. 機種間差の検討（粒子径 1.0μm） 

 
図 9. 機種間差の検討（粒子径 2.0μm） 

 
 タバコ煙の主たる粒子径は 0.5〜1.0μm
であり、実際の飲食店で 3 台のパーティク

ルカウンターを用いた測定は基線を補正す

ることで正確に評価が可能であることが考

えられた（図 10）。 

 
 図 10.基線の補正による測定結果の一致

性 

  （粒子径 0.5μm） 

 
D．考察 
 改正健康増進法、および、東京都受動喫

煙防止条例によって飲食店等に設置される

喫煙専用室からのタバコ煙の漏れの有無、

および、その程度をタバコの燃焼によって

発生する微小粒子状物質（粒子径：0.3/ 
0.5/ 1.0μm）の個数濃度で精密に評価でき

ることが認められた。 
 今後、実際の飲食店等に設置されている

喫煙専用室とその周囲、および、禁煙区域

で測定、評価することが必要である。 
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